
 【資料４】 

県からの要望等実施状況について 

今年度、国審議会等において、知事から以下のとおり要望・提言を実施した。 

 

◆交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会 

（国土交通省総合政策局） 

１ 会議の趣旨 

関係者の連携・協働（モビリティ・パートナーシップ）の推進の観点から、「交

通空白」の解消に向けた新たな制度的枠組みの構築について審議を行う。 

２ メンバー 

【本委員】 部会長：山内 弘隆 一橋大学名誉教授 ほか学識経験者など 

【臨時委員】    加藤 博和 名古屋大学大学院教授 

          阿部 守一 長野県知事 

           ほか広島市長、八戸市長、学識経験者など 

【オブザーバー】業界団体、関係省庁（課長級）など 

３ 長野県からの要望・提言（第２回 令和７年８月 25 日） 

（１）地域公共交通への公的関与の強化（予算の飛躍的増大） 

（２）地域公共交通に係る地方分権及び規制緩和 

（３）地域公共交通の司令塔のあり方（広域的な自治体間連携を後押しするための

制度構築） 

 

◆鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会 

（国土交通省鉄道局） 

１ 会議の趣旨 

ローカル鉄道の再構築を巡って、法改正を含めたこれまでの対応のフォロー

アップによる議論の深化を図り、今後の更なる取組につなげる検討を行う。 

２ メンバー 

【委員】  座長：竹内 健蔵 東京女子大学教授  

         加藤 博和 名古屋大学大学院教授 

ほか学識経験者など 

【オブザーバー】業界団体、全国知事会、関係省庁など 

  ※長野県は第４回自治体ヒアリングに広島県、新潟県とともに出席 

３ 長野県からの要望・提言（第４回 令和８年２月 18 日） 

（１）都道府県をまたぐ全国的なネットワークである JR 路線について、その存廃及

び存続する場合の財政負担等における、国による統一的な責任の明示 

（２）不採算路線を支える JR 各社の内部補助について、JR各社任せとならない、国

と事業者との協議による一定の基準の策定 

 




















